
 

（単位：百万円）

金 額  金 額

31,635        4,682,246     

242           　 28,368        

31,392        4,616,919     

164,000       36,959        

30,151        311           

4,188,869     40,349        

1,866,902     193,656       

48,785        44,967        

936,856       97,000        

334,335       3,321         

926,893       6,869         

75,096        8,889         

484,169       184           

49,637        454           

434,532       17,433        

401,011       2,544         

230,913       7,630         

162,583       3,946         

3,946         243           

1,134         171           

2,432         35,365        

34,355        38,710        

21,295        17,762        

13,059        10            

812           

45,629        5,008,412     

4,029         

3,418          126,000       

17,198        131,000       

3,408         281           

12,525        95,901        

3,748         266           

238           95,635        

1,061         基 金 償 却 準 備 金 48,600        

70            社員配当平衡積立金 9,678         

16,187        当 期 未 処 分 剰 余 金 37,356        

10            353,183       

△ 394 81,292        

△ 46,380 

34,912        

388,095       

5,396,507     5,396,507     資 産 の 部 合 計 負債および純資産の部合計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純資産の部合計

土 地 再 評 価 差 額 金

金融商品等差入担保金 損 失 塡 補 準 備 金

仮 払 金 そ の 他 剰 余 金

そ の 他 の 資 産

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返 基 金 等 合 計

貸 倒 引 当 金 その他有価証券評価差額金

未 収 収 益 基 金 償 却 積 立 金

預 託 金 再 評 価 積 立 金

金 融 派 生 商 品 剰 余 金

そ の 他 資 産 負債の部合計

未 収 金 （ 純 資 産 の 部 ）

前 払 費 用 基 金

ソ フ ト ウ ェ ア 再評価に係る繰延税金負債

その他の無形固定資産 支 払 承 諾

再 保 険 貸

建 設 仮 勘 定 仮 受 金

その他の有形固定資産 退 職 給 付 引 当 金

無 形 固 定 資 産 価 格 変 動 準 備 金

土 地 金融商品等受入担保金

建 物 リ ー ス 債 務

リ ー ス 資 産 資 産 除 去 債 務

保 険 約 款 貸 付 預 り 金

一 般 貸 付 預 り 保 証 金

有 形 固 定 資 産 金 融 派 生 商 品

外 国 証 券 未 払 金

そ の 他 の 証 券 未 払 費 用

貸 付 金 前 受 収 益

地 方 債 債券貸借取引受入担保金

社 債 借 入 金

株 式 未 払 法 人 税 等

買 入 金 銭 債 権 再 保 険 借

有 価 証 券 社 債

国 債 そ の 他 負 債

現 金 支 払 備 金

預 貯 金 責 任 準 備 金

コ ー ル ロ ー ン 社 員 配 当 準 備 金

現 金 お よ び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

2017年度　( 2018年3月31日現在 ）　貸借対照表

科 目 科 目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

- 1 - 朝日生命保険相互会社



 

 - 2 -                          朝日生命保険相互会社 

 

注１．  有価証券（現金および預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、

売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券につ

いては移動平均法による償却原価法（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関す

る当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に

もとづく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式お

よび関連会社株式（保険業法第２条第１２項に規定する子会社および保険業法施行令第１３条の

５の２第３項に規定する子法人等のうち子会社を除いたものおよび同法施行令第１３条の５の

２第４項に規定する関連法人等が発行する株式をいう）については原価法、その他有価証券のう

ち時価のあるものについては３月末日の市場価格等（国内株式、国内株価指数連動型上場投資信

託、国内上場不動産投資信託、外国株価指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）、外国債券

指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）および外貨建債券（ヘッジ分を除く）は３月中の市

場価格等の平均）にもとづく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極

めて困難と認められるものについては取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を

含む）については移動平均法による償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動

平均法による原価法によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資

産直入法により処理しております。 

 

２．  個人保険・個人年金保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）に対応し

た債券のうち、負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保有するものについ

て、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）にもとづき、責任準備金対応債券に区分してお

ります。 

責任準備金対応債券の当期末における貸借対照表価額は、２，０９４，２５１百万円、時価は、

２，３９７，８５６百万円であります。 

 

３．  デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

４．  土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）にもとづき、事業用の

土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資

産の部に計上しております。 

 

再評価を行った年月日              ２００１年３月３１日 

 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号

に定める地価公示法の規定により公示された価格に奥行補正等の合理的な調整を行って算定ま

たは同施行令第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価に時点修正を行って算定。 

 



 

 - 3 -                          朝日生命保険相互会社 

 

５．  有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、建物については定額法）を採用しております。 

 

・リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

６．  外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。 

なお、その他有価証券のうち時価のある外国株価指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）、

外国債券指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）および外貨建債券（ヘッジ分を除く）は、

３月中の平均為替相場により円換算しております。 

 

７．  貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま

す。 

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」とい

う）に対する債権および実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に

対する債権については、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額および保証による回

収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債

務者（以下「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額

および保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断

し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率を債権

額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準にもとづき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署か

ら独立した内部監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果にもとづいて上記の引当を行

っております。 

なお、破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評

価額および保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債

権額から直接減額しており、その金額は６０百万円であります。 

 

８．  退職給付引当金および前払年金費用は、従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退

職給付債務および年金資産の見込額にもとづき、計上しております。 

退職給付債務ならびに退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。 

 

 退職給付見込額の期間帰属方法  給付算定式基準 

 数理計算上の差異の処理年数   翌期より７年   

 過去勤務費用の処理年数      発生年度全額処理 

 

９．  価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定にもとづき算出した額を計上しております。 



 

 - 4 -                          朝日生命保険相互会社 

 

１０．  ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号）に従い、貸付金

に対するキャッシュ・フローのヘッジとして繰延ヘッジおよび金利スワップの特例処理、外貨建

債券および外貨建投資信託の一部にかかる為替変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ、外貨建社

債に対する為替変動リスクのヘッジとして通貨スワップの振当処理、その他の外貨建取引等につ

いては為替の振当処理を行っております。 

なお、ヘッジの有効性の判定には、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動またはキャッシュ・フ

ロー変動を比較する比率分析によっております。 

 

１１．  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産にかかる控

除対象外消費税等のうち、法人税法に規定する繰延消費税等については、前払費用に計上し５年

間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度の費用に計上しております。 

１２． 

 

 

 

  

 

 

（１） 

 

 

（２） 

責任準備金は、保険業法第１１６条の規定にもとづく準備金であり、保険料積立金については

次の方式により計算しております。 

 

標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８

号） 

 

標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

 

１３．  無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間にも

とづく定額法により行っております。 

１４． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 保険業法第１１８条第１項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、保険

商品ごとの負債特性に応じ、以下の方針で行っております。 

・利率変動積立型終身保険・利率変動型積立保険・２０１２年４月２日以降契約の新一時払個

人年金保険については、資産と負債のデュレーションを一致させ金利変動リスクを回避する

ことを目指す「マッチング型ＡＬＭ」による国内公社債中心の運用を行っております。 

・上記以外の個人保険・個人年金保険については、国内公社債・貸付金等の円金利資産をポー

トフォリオの中核として保険負債の特性に対応した運用を行いつつ、国内株式・外国証券・

不動産等へ一定程度資産配分することにより、収益性の向上に取り組んでおります。 

また、デリバティブ取引については、主に保有している有価証券が持つ価格変動リスク、為替

変動リスク等および社債が持つ為替変動リスクを回避（ヘッジ）することを目的に活用しており

ます。 

なお、主な金融商品として、有価証券は価格変動リスク、為替変動リスク等の市場リスクおよ

び信用リスク、貸付金は信用リスクおよび為替変動リスク、デリバティブ取引は、市場リスクお

よび信用リスクに晒されております。 

市場リスクの管理にあたっては、ＶａＲ法による有価証券等のリスク量の定量的な管理と、市

場環境が悪化するシナリオを想定し、当社ポートフォリオへの影響を分析するストレステストや

感応度分析による管理を併用し、許容されるリスクの範囲内で適切な資産配分を行っておりま

す。信用リスクの管理にあたっては、ＶａＲ法によりポートフォリオ全体の信用リスク量を定量

化し、リスク量が許容範囲内に収まるようコントロールしております。また、取引先の信用度に

応じた社内信用格付の付与や、個別取引ごとの事前の厳正な審査、事後のフォロー等を実施する

体制を敷くとともに、信用リスクが特定の企業・グループに集中することを防止するため、信用

リスクの程度に応じた与信枠を設定のうえ管理を行い、良質なポートフォリオの構築に努めてお

ります。 
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（１） 

主な金融資産および金融負債にかかる貸借対照表価額、時価およびこれらの差額については、

次のとおりであります。 

     
（単位：百万円） 

    貸借対照表価額 時価 差額 

現金および預貯金 31,635 31,635 - 

コールローン 164,000 164,000 - 

買入金銭債権  30,151 33,335 3,184 

  売買目的有価証券   - - - 

  満期保有目的の債券   30,151 33,335 3,184 

  責任準備金対応債券   - - - 

  その他有価証券   - - - 

有価証券  4,112,857 4,457,152 344,295 

  売買目的有価証券   27,816 27,816 - 

  満期保有目的の債券   323,610 364,300 40,690 

  責任準備金対応債券   2,094,251 2,397,856 303,605 

  その他有価証券   1,667,178 1,667,178 - 

貸付金 484,169 494,561 10,391 

  保険約款貸付   49,637 49,637 - 

  一般貸付   434,532 444,924 10,391 

資産計 4,822,813 5,180,685 357,871 

社債   40,349 43,585 3,236 

借入金     97,000 96,768 △ 231 

負債計 137,349 140,354 3,005 

金融派生商品  9,980 9,980 - 

  ヘッジ会計が適用されていないもの  1,811 1,811 - 

  ヘッジ会計が適用されているもの  8,169 8,169 - 

*デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、

( ）で示しております。 

 

有価証券（預貯金・買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０

号）にもとづく有価証券として取扱うものを含む） 

・市場価格のある有価証券 

①その他有価証券の時価は、３月末日の市場価格等（国内株式、国内株価指数連動型上場

投資信託、国内上場不動産投資信託、外国株価指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除

く）、外国債券指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）および外貨建債券（ヘッジ分

を除く）は３月中の市場価格等の平均）によっております。 

②上記以外の有価証券の時価は、３月末日の市場価格等によっております。 
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（２） 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 

 

 

（４） 

・市場価格のない有価証券 

非上場株式等（子会社・関連会社を含む）については時価を把握することが極めて困難

と認められるものであるため、有価証券に含めておりません。当該非上場株式等の当期末

における貸借対照表価額は、７６，０１２百万円であります。 

 

貸付金および借入金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けて

おらず、返済見込み期間および金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定さ

れるため、帳簿価額を時価としております。 

一般貸付・借入金については、主に、元利金の合計額を、信用リスクに見合った利率で割り

引いた価格を時価としております。なお、破綻懸念先、実質破綻先、破綻先に対する貸付金に

ついては、直接減額前の帳簿価額から貸倒見積高を控除した額を時価としております。 

 

社債 

３月末日の市場価格等によっております。 

 

金融派生商品 

①株式オプション取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等によって

おります。 

②為替予約取引の時価については、３月末日のＴＴＭ等にもとづき当社で算出した理論価

格によっております。 

③通貨スワップの振当処理を適用しているデリバティブ取引については、ヘッジ対象とさ

れている社債と一体として処理されているため、その時価は、社債に含めて記載してお

ります。 

 

１５． 

 

 当社では、東京都その他の地域において賃貸用のオフィスビル等を有しており、当期末におけ

る当該賃貸等不動産の貸借対照表価額は、２６８，２７０百万円、時価は、２６５，５８３百万

円であります。なお、時価の算定にあたっては、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定

評価書にもとづく金額(指標等を用いて調整を行ったものを含む。)によっております。 

 

１６． 

 

 消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は、１２１，１７７百万円であ

ります。 
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１７．  

 

 

（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

（３） 

貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権および貸付条件緩和債権の額は、

９０６百万円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとおりであります。 

 

貸付金のうち、破綻先債権額は０百万円、延滞債権額は７４８百万円であります。上記取立不

能見込額の直接減額は、破綻先債権額１３百万円、延滞債権額４６百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事

由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなか

った貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、

法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由

または同項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者の経営再建ま

たは支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 

 

貸付金のうち、３カ月以上延滞債権額は１２０百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として

３カ月以上延滞している貸付金で破綻先債権および延滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は３６百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の

減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行った貸

付金で、破綻先債権、延滞債権および３カ月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

１８．  有形固定資産の減価償却累計額は２７９，５１８百万円であります。 

 

１９．  特別勘定の資産の額は２９，３８２百万円であります。 

なお、負債の額も同額であります。 

 

２０．  子会社等に対する金銭債権の総額は２８５百万円、金銭債務の総額は９９１百万円でありま

す。 

 

２１．  取締役および監査役に対する金銭債務総額は１５百万円であります。 
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２２． （１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

繰延税金資産の総額は６１，２１９百万円、繰延税金負債の総額は２３，５４３百万円であり

ます。 

繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は、２１，４８８百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、 

危険準備金           １４，１４０百万円、 

価格変動準備金         １０，８００百万円、 

退職給付引当金          ９，８６６百万円、 

減損損失                 ８，５２６百万円、 

有価証券評価損           ５，５４２百万円、 

およびその他有価証券の評価差額  ３，９８８百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、 

その他有価証券の評価差額    ２２，６０５百万円であります。 

 

当年度における法定実効税率は２８．１％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税

等の負担率との間の差異の主要な内訳は、基金利息△４．８％、評価性引当額の増減△３．８％

であります。 

 

２３．  社員配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当期首現在高                    ４０，８６１百万円 

前期剰余金からの繰入額       １，５１９百万円 

当期社員配当金支払額              ５，４２６百万円 

利息による増加等                         ５８百万円 

その他による減少額                      ５３百万円 

当期末現在高                    ３６，９５９百万円 

 

２４．  子会社等の株式は５，０６３百万円であります。 

２５．  担保に供されている資産の額は、有価証券４，３２５百万円であります。 

２６．  保険業法施行規則第７１条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下

「出再責任準備金」という。）の金額は１７７百万円であります。 

 

２７．  保険業法施行規則第３０条第２項に規定する金額は８１，５７４百万円であります。 

２８．  売却または担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸借契約で借り

入れている有価証券であり、当年度末に当該処分を行わずに所有しているものの時価は 

７３，３１７百万円であり、担保に差し入れているものはありません。 

 

２９．  貸付金に係るコミットメントライン契約の融資未実行残高は、４,１０１百万円であります。 

 

３０．  負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付

社債であります。 

 

３１．  借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金で

あります。 
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３２．  保険業法第２５９条の規定にもとづく生命保険契約者保護機構に対する当年度末における当

社の今後の負担見積額は、９，７５０百万円であります。 

なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 

 

３３．  

 

（１） 

 

 

 

 

（２） 

退職給付に関する事項は次のとおりであります。 

 

採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度（積立型制度であります。）およ

び退職一時金制度（非積立型制度でありますが、退職給付信託を設定した結果、積立型制度と

なっております。）を設けております。 

 

確定給付制度 

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務  ４６，２５０百万円 

勤務費用              １，９７０百万円 

利息費用                ４６２百万円 

数理計算上の差異の当期発生額    １，４７１百万円 

退職給付の支払額       △４，９８６百万円 

期末における退職給付債務      ４５，１６７百万円 

 

②年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産  ８，４９３百万円 

期待運用収益                   ６０百万円 

数理計算上の差異の当期発生額        １，９２８百万円 

事業主からの拠出額               １２９百万円 

退職給付の支払額      △１９２百万円 

期末における年金資産             １０，４１８百万円 

 

③退職給付債務および年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金 

および前払年金費用の調整表 

積立型制度の退職給付債務          ４５，１６７百万円 

年金資産                 △１０，４１８百万円 

                        ３４，７４９百万円 

未認識数理計算上の差異                ５４６百万円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額   ３５，２９５百万円 

退職給付引当金               ３５，３６５百万円 

前払年金費用                      △７０百万円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額    ３５，２９５百万円 
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  ④退職給付に関連する損益 

勤務費用                    １，９７０百万円 

利息費用                     ４６２百万円 

期待運用収益                   △６０百万円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額        ５３８百万円 

確定給付制度に係る退職給付費用        ２，９１０百万円 

 

⑤年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりであります。 

 

株式             ６２％ 

債券             ６％ 

その他           ３２％ 

合計           １００％ 

 

⑥長期期待運用収益率の設定方法 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配

分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を

考慮しております。 

 

⑦数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであります。 

  

割引率            １．０％ 

長期期待運用収益率      ０．７％ 

（うち、確定給付企業年金  １．７％） 

 

 



（単位：百万円）
金 額

652,225                      
384,953                      
383,422                      

1,531                        
166,597                      
109,978                      
84,322                       
8,371                        

16,354                       
929                          

46,779                       
74                           

7,379                        
2,384                        

100,674                      
13,793                       
1,942                        

83,226                       
1,713                        

614,681                      
438,966                      
124,809                      
129,879                      
82,264                       
95,710                       
5,656                        

645                          
1,008                        
1,003                        

4                            
38,542                       
4,449                        
2,285                        

145                          
13,891                       
2,530                        

1                            
5,596                        
9,641                        

102,337                      
33,827                       
14,767                       
7,405                        

10,354                       
1,299                        

37,543                       
194                          
194                          

5,446                        
1,538                        
1,778                        
2,130                        

32,291                       
6,680                        

△ 377                
6,303                        

25,988                       

法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 剰 余

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額
税 引 前 当 期 純 剰 余
法 人 税 お よ び 住 民 税

減 損 損 失

そ の 他 の 経 常 費 用
経 常 利 益
特 別 利 益

固 定 資 産 等 処 分 益
特 別 損 失

固 定 資 産 等 処 分 損

減 価 償 却 費

為 替 差 損
貸 付 金 償 却
賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費
そ の 他 運 用 費 用

事 業 費
そ の 他 経 常 費 用

保 険 金 据 置 支 払 金
税 金

金 融 派 生 商 品 費 用

そ の 他 返 戻 金
再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額
支 払 備 金 繰 入 額
社 員 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

資 産 運 用 費 用
支 払 利 息
有 価 証 券 売 却 損
有 価 証 券 評 価 損

解 約 返 戻 金

保 険 金 据 置 受 入 金
退 職 給 付 引 当 金 戻 入 額
責 任 準 備 金 戻 入 額
そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用
保 険 金 等 支 払 金

保 険 金
年 金
給 付 金

そ の 他 経 常 収 益

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金
貸 付 金 利 息
不 動 産 賃 貸 料
そ の 他 利 息 配 当 金

有 価 証 券 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額
そ の 他 運 用 収 益
特 別 勘 定 資 産 運 用 益

　　　　　　　2017年度
2017年4月1日から

損益計算書2018年3月31日まで

科 目
経 常 収 益

保 険 料 等 収 入
保 険 料
再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益
利 息 お よ び 配 当 金 等 収 入
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注１．  子会社等との取引による収益の総額は４４２百万円、費用の総額は１０，２４５百万円であり

ます。 

 

２． （１） 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

 

（３） 

有価証券売却益の内訳は、 

国債等債券                ４４，８９１百万円、 

株式等                    １，７０９百万円、 

外国証券                    １７８百万円であります。 

 

有価証券売却損の内訳は、 

国債等債券                  ５４９百万円、 

株式等                      ４８７百万円、 

外国証券                  １，２４９百万円であります。 

 

有価証券評価損の内訳は、 

株式等                       ４９百万円、 

外国証券                     ９６百万円であります。 

 

３．  責任準備金戻入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金繰入額の金額は４７百万円であり

ます。 

 

４．  「金融派生商品費用」には、評価損が７６百万円含まれております。 
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５．  

 

（１） 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

 

（３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 

当年度における固定資産の減損損失に関する事項は、次のとおりであります。 

 

資産のグルーピング方法 

保険事業等の用に供している不動産等については、保険事業全体で１つの資産グループとして

おります。また、賃貸不動産等、遊休不動産等については、それぞれの物件ごとに１つの資産グ

ループとしております。 

 

減損損失の認識に至った経緯 

不動産市況の悪化等により、一部の資産グループに著しい収益性の低下または時価の下落が見

られたことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上しております。 

 

減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳 

用 途 
減 損 損 失 （ 百 万 円 ） 

土 地 建 物 計 

賃貸不動産等 ５１８ ６９９ １，２１７ 

遊休不動産等 ３６９ １９１ ５６０ 

合 計 ８８８ ８９０ １，７７８ 

 

回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、賃貸不動産等については物件により使用価値または正味売却価額を、遊休不

動産等については正味売却価額を適用しております。なお、使用価値については将来キャッシ

ュ・フローを３．６％で割り引いて算定しております。また、正味売却価額については不動産鑑

定評価基準にもとづく評価額または公示価格を基準とした評価額等から処分費用見込額を差し

引いて算定しております。 

 

 


